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じ

土壌汚染対策法の目的

は にめ

土壌の特定有害物質による汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康に係る被害の防止に

関する措置を定めること 等により 土壌汚染対策の実施を図り 、もって国民の健康を保護することを目的と する。

（ 第1 条）

土壌汚染による健康被害のリスク

土壌汚染対策法では、土壌汚染による健康リ スクを以下の２つの場合に分けて考えています。土壌汚染があっ

たとし ても 、摂取経路が遮断さ れ、きちんと 健康リスク の管理が出来ていれば、私たちの健康に何も 問題はあり

ません。

土壌汚染の状況の把握

新たな土壌汚染の発生を防止

目的：  国民の健康を保護すること

対策の実施

土壌汚染による健康被害の防止

出典：  土壌汚染対策法のし く み（ 環境省・ 公益財団法人 日本環境協会）

例

① 地下水等経由の摂取リスク ② 直接摂取リスク

土壌に含まれる有害物質が地下水に溶け出し

て、その有害物質を含んだ地下水を口にするこ

とによるリスク

土壌汚染が存在する土地の周辺で、地下水

を飲むための井戸や蛇口が存在する場合

例

土壌に含まれる有害物質を口や肌などから直接

摂取することによるリスク

子ども が砂場遊びをし ていると きに手に付

いた土壌を口にする、風で飛び散った土壌が

直接口に入ってしまう 場合
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概 要

土壌汚染対策法の流れ

このよう な場合は土壌汚染の調査が必要になります。

土壌汚染の調査の契機ごと について必要な手続きがあります。

次頁からそれぞれ詳細について説明をし ます。

（ 以下、「 法」とし て土壌汚染対策法を指します）

① 法第3 条

調査の契機

土壌汚染状況調査

有害物質

使用特定施設

の廃止

② 法第4 条

一定規模以上の

土地の

形質の変更

③ 法第5 条

特定有害物質により

健康被害が生じ る

おそれのある土地

④ 法第14 条

P3・ 4

Ⓐ 要措置区域

法第6 条

P5・ 6

P8

土壌の汚染状態が指定基準を超過した場合 P9

調査結果を北九州市長に報告

Ⓐ又はⒷの区域の指定を受けます。

北九州市長に申請

汚染の
おそれあり

汚染の除去

以外の措置

自主調査

汚染土壌の指定区域外への搬出時は事前届出が必要（ 法第16 条）

汚染が除去さ れた場合は指定を解除

P8

P7 P7

指定の申請

① 法第3 条

② 法第4 条

③ 法第5 条

④ 法第14 条

土壌汚染

状況調査

土壌の汚染
状態が

指定基準を

超過した
場合

調
査
の
契
機

汚染の摂取経路があり 、健康被害の生ず

るおそれがある場合

●汚染の除去等の措置が必要

●土地の形質変更の禁止

Ⓑ 形質変更時要届出区域

法第11条

汚染の摂取経路がなく 、健康被害の生ず

るおそれがない場合

●形質変更時には事前届出が必要

  （ 法第1 2 条）
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